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1. はじめに 
 近年小型モジュラー炉(SMR)に関心が集まっている。一般に動力炉は小型になると発電単価が高くなるた

め、発電コストを下げるために原子炉を大型化し一基あたりの出力を大きくすることがこれまで行われてき

た。一方で小型の動力炉は、建設時の初期資本が小さくてすみ投資リスクを小さくできる、受動的安全性能

の高い原子炉を設計できる、送電コストが高くなる遠隔地での利用に適する、地域の熱供給といった地域の

ニーズに合わせたエネルギー供給が可能といった利点を持っている。小型動力炉の高コストの問題を解決す

るための方法として SMR という概念が考案された。SMR の概念は、原子炉の設計を規格化して型式認可を

とり、同じ設計の原子炉を工場で多数製造し、さらに建設サイトでの工程は出来るだけ少なくすることで、

量産効果により製造・建設コストをできるだけ小さくしようとするものである。SMR の概念自体は以前から

存在したが、最近の動向の特徴として、海外のベンチャー企業が独自の SMR 設計概念を提示し、ライセンス

を取得した上で市場投入しビジネスとして成功させようとしていることがあげられる。本企画セッションで

は、はじめに SMR 開発における炉物理の役割について概観した後、現在のプラントメーカーによる取組み状

況の紹介を行う。現在の開発状況を踏まえ SMR 開発における炉物理の役割についての活発な議論が行われ

ることを期待している。 
(小原 徹) 

2. SMR 開発における炉物理 
 SMR を含む小型原子炉の研究は 30 年以上前から行われていた。1991 年には東京工業大学で International 
Specialists’ Meeting on Potential of Small Nuclear Reactors for Future Clean and Safe Energy Sources (SR/TIT)が開催

されている[1,2]。小型炉に特化した国際会議としては日本国内ではじめてのものであった。会議のプロシー

ディングス[3]から当時はどのような議論がなされていたか振り返ってみたい。プロシーディングスの第 1 章

から第 3 章は小型炉の導入の意義や導入計画に関する論文が 10 件掲載されている。当時小型炉導入に関して

どのような議論がされていたかを精査することは現在の SMR 開発を考える上で興味深いものがあるが、今

回は炉物理に特化したセッションであるためとりあげない。なお、この章では小型溶融塩炉の設計概念も提

示されている。第 4 章は小型軽水炉に関する論文(4 件)で動力用 TRIGA 炉、小型 PWR、小型 BWR の設計概

念が報告されている。第 5 章には小型高速炉に関する論文(10 件)が掲載されており、冷却材はナトリウム冷

却または鉛・ビスマス、燃料は酸化物もしくは窒化物に加えて鉄プルトニウム合金による液体金属をピンに

封入した燃料による設計例も示されている。第 6 章は、小型ガス冷却炉(3 件)で小型プリズム型高温ガス炉、

小型ペブルベッド型高温ガス炉の概念が示されている。第 7 章は小型炉の利用に関する論文(7 件)で、小型炉

の利用として遠隔地でのエネルギー供給、宇宙、地域熱供給、海洋(舶用、海底)、医療利用が挙げられている。

これらの小型炉の設置については、都市の地下に設置する概念も提示されている。炉心構造という観点から

これらの概念を眺めると、溶融塩炉を除いて、すべてはピンセルを用いた軽水炉・高速炉あるいは被覆燃料

粒子を用いた黒鉛減速炉であり、基本的に実用化されたあるいは実用化に近い段階まで開発された大型炉の

炉心構造と変わりはない。炉心解析手法については明確に記載されていない論文もあるが、大型炉の設計の

ために開発された決定論的解析コードを用いていたと見られる。このため用いられていた炉物理手法は基本
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的に大型炉のものと同じであったといえる。 
 このような状況は約 30 年経ってもほとんど変わっていないといえる。近年公表されている SMR の多くは

モジュラー化、工場生産と現地での設置を強く強調しているものの、その炉心は基本的には大型炉のそれと

同じデザインであり、SMR だからと言って特別な炉物理解析手法が必要という状況にはないと言っていいと

思われる。 
 しかし、これで SMR 開発における炉物理の役割の議論を終わらせるべきではない。約 30 年前に SR/TIT が

開催された後、様々な工学分野において技術革新が起こりあるいは起こりつつあり、これが新しい SMR 開発

につながる可能性が十分にある。例えば、最近注目を集めている技術として金属の積層造形技術(Additive 
Manufacturing, AM)がある。これは言ってみれば金属用３D プリンターで様々な部材を作成する技術であり、

近年その技術は急速に向上し、さまざまな金属でより複雑で大型の部材を安定した性能で作成できるように

なってきた[4]。AM を用いると、これまで製造できなかった形状の部材を容易に作成することが可能であり、

また一度プログラムができれば何を作っても製造コストは変わらないため、複雑な形状で多種多様なものを

小数ずつ作る場合でもコストが高くならないという利点がある。SMR の製造コストを下げるには、出力を維

持したまま原子炉を出来るだけ小さくすることが有効と考えられるが、それを達成するには中性子の漏れは

できるだけ小さくかつ除熱の効率が高い炉心構造とする必要がある。AM を用いることでピンセルや粒子以

外の形状の燃料要素やさまざまな形状の炉内構造物が低コストで製造可能となれば、このような炉心が実現

できる可能性がある。このような場合に炉物理に期待されるのは、今までに無い全く新しい形状・構造・組

成の燃料要素・炉心に対しても、解析が精度よくかつ高速に行えることであり、ここに炉物理研究が真に SMR
開発に貢献できる要素があると考えられる。 

(小原 徹) 
3. プラントメーカーにおける取り組み状況 
3-1. 日立 GE ニュークリア・エナジー株式会社での取り組み 
 原子力発電が今後も世界市場で競争力を確保するには、ガス火

力等の他電源より低い発電コストと、資本費および資本リスクの

低減が必要である。このような世界情勢を背景に、経済性が高い小

型炉のニーズが高まっている。こうした小型炉需要に対し、中・露・

韓等、国を挙げて小型炉の開発／輸出を目指す国々に対抗するた

め、日米((日立 GE ニュークリア・エナジー社(以下、日立 GE) – GE 
Hitachi Nuclear Energy 社(以下、GE 日立))間協調の下で、直接サイ

クルであり、シンプルな構造が可能な BWR 技術による、高経済性

小型炉(BWRX-300)の開発に取り組んでいる。 
GE 日立 - 日立 GE 間の共同開発体制を柱に、電力事業者、ゼネ

コン、アカデミアと連携して開発を進めている。GE 日立と協力関

係にある米国電力 Dominion Energy 社が開発資金拠出に合意する

等、外部資金調達も進めている。開発には、Bechtel Corporation 社、

Exelon Generation 社、マサチューセッツ工科大の専門家チームも

加入を検討中である。 
 BWRX-300 では、高い安全性を維持しつつ、初期投資リスク及

び発電コストの大幅低減を目指す。モジュール化率を向上した工

場完成型建設手法による建設リスクの低減といった小型炉特有の

メリットを追求するほか、さらなる経済性向上に向けて “Design to Cost”の概念を導入し、一般的にスケール

デメリットがあるといわれている小型炉において、従来型の大型軽水炉を大幅に下回る建設単価の実現を目

指す。図１に BWRX-300 の概念図を、表１に主要仕様をそれぞれ示す。 
 BWRX-300 の 5 つの主要なプラントコンセプトを示す。 

(a) 一次冷却材圧力バウンダリの信頼性を高め、大 LOCA (Loss of Coolant Accident)を設計基準事故の想定か

自然循環冷却炉心

高信頼性一次冷却材
圧力バウンダリ

小型原子炉格納容器

非常用復水器
(静的安全系)

先進一般産業技術活用
建設技術 (地下埋設)

図 1 BWRX-300 概念図 

表 1 BWRX-300 の主要仕様 

項目 仕様
炉型 BWR
熱出力/電気出力 900MW/300MW級
燃料 UO2 (MOX可)
目標建設単価 $2,250/kW
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ら排除することで、安全性を高めつつ、ECCS (Emergency Core Cooling System)ポンプ等の大型機器やサ

プレッションプールを削除し、原子炉建屋及び原子炉格納容器を大幅に小型化する。 
(b) 米国 NRC 設計認証を取得している ESBWR で採用済みの、自然循環技術や静的安全システム（非常用復

水器）を採用することで、開発リスク及び許認可リスク低減と、信頼性、安全性向上を両立する。 
(c) 原子炉建屋を小型化し、完全地下設置により外部ハザードのリスクを低減することで、建屋コンクリー

ト物量を最小化し、同時にセキュリティの強化を図る。小出力炉心(炉内放射性物質量少)、静的安全系採

用による長期グレースピリオドなどの特長を活かした緊急時計画区域(EPZ: Emergency Planning Zone)縮
小についても検討する。 

(d) 工場完成型一体据付による建設費および建設リスクの大幅低減等、小型炉特有のメリットを最大化する。 
(e) 原子炉一次冷却材バウンダリ以外には先進一般産業技術を積極的に採用し、建設工程や費用低減を図る。 

 上記のプラントコンセプトを達成するため、以下に示す技術開発を実施する計画である。  
1) 一次冷却材圧力バウンダリの高信頼性化：大 LOCA 排除を実現する原子炉システムの構築、非常用復水

器による原子炉圧力容器過圧防護対策など。 
2) 小型炉特有のメリット最大化と先進一般産業技術の徹底活用によるコスト低減：工場完成型の一体据付、

高強度コンクリートの採用、垂直掘削工法、空冷式発電機の採用など。 
3) その他原子力技術の応用研究：原子炉圧力容器の小型化、完全地下埋設式建屋の耐震評価など。 
今後、2020 年を目標に概念設計を完了させる。その後は米国での先行安全審査(NRC LTR: Nuclear Regulatory 

Commission Licensing Topical Report)、実証試験、サイト選定を進め、2030 年頃に北米での初号機運開を目指

す。また、並行して国内、欧米諸国のプロジェクトに参画し、BWRX-300 の市場開拓を進めていく。 
(木藤 和明) 

3-2. 三菱重工業株式会社の取り組み 
当社は、50 年以上にわたる加圧水型軽水炉(PWR)の開発、設計、製作、建設、運転・保守の経験を通じ

て、原子力安全や PWR 発電プラントに係る技術を継続的に発展させてきた。また、高速炉開発における

「常陽」や「もんじゅ」、高温ガス炉開発における高温工学試験研究炉(HTTR)建設への参画など、開発知見

や、設計、製造に係るキー技術を蓄積してきた。今後、これらの経験、技術をベースとして、社会・顧客ニ

ーズや国の政策動向も踏まえながら、幅広く技術開発の取り組みを進める。以下では、当社 SMR 開発の代

表例として軽水小型炉（PWR）、高温ガス炉、小型ナトリウム冷却高速炉開発の取り組みについて紹介す

る。 
(1) 軽水小型炉(PWR) 

当社の軽水小型炉は、原子力船「むつ」向けの原子炉開発に始ま

り、近年では発電用小型一体型モジュラー軽水炉の開発を実施して

きた。この経験を活かしつつ、当社の PWR 技術を結集し、高い安

全性と経済性を合わせ持つ革新的な軽水小型 PWR を開発する。軽

水小型 PWR は、主機一体型原子炉(図 2)とすることで、大破断

LOCA 等の事故事象を排除するとともに、小型炉固有の安全対策

（静的除熱・冷却系、炉内溶融炉心保持、二重格納等）やモジュー

ル設計等を用途に応じて反映し、発電用のみならず船舶搭載も見据

えたシリーズ展開を図ることで、多様な社会的要請に応える炉型概

念の確立を目指す。 
(2) 高温ガス炉 

固有の安全性を有する高温ガス炉は、炉心溶融なく安全に利用可能であり、かつ、900℃以上の高温の熱

が取出せるため非電力分野への適用を含め高効率な核熱利用を可能にする原子炉である。当社は、HTTR で

実証されてきたブロック型炉心高温ガス炉の技術をベースに水素製造と発電を両立するコジェネプラント概

念を開発する。高温ガス炉コジェネプラントは、炉出力一定運転のまま電力需要変化への追従が可能であ

り、再生可能エネルギーとの共存にも柔軟に対応できる。加えて、直接ガスタービンサイクルによる高効率

図 2 一体型原子炉の概念図 
(軽水小型 PWR) 
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発電システムと水素製造システムを組み合わせることにより、総合的にエネルギー効率を向上させ、将来的

には還元製鉄などの産業プロセスに適用することで、非電力分野における CO2排出量の大幅削減に貢献する

とともに、脱炭素化・水素社会の実現に寄与することが期待される。 
(3) 小型ナトリウム冷却高速炉 

高速炉開発戦略ロードマップ(2018 年 12 月 21 日閣議決定)では、ウラン需給の状況や政策環境・社会情勢

の変化を踏まえ、高速炉の意義の多様化を指摘するとともに、21 世紀半ばの適切なタイミングにおいて現

実的なスケールの高速炉が運転開始されることが期待されると示された。当社では、これら将来の社会ニー

ズに柔軟に対応すべく、資源の有効利用(柔軟な燃料増殖比の確保)や放射性廃棄物低減(マイナーアクチノイ

ドの核変換)が可能な高速炉として、これまでの大型高速炉に加えて、初期投資リスクを低減可能な小型高

速炉概念を開発する。これまで経験を積み重ねてきたナトリウム冷却炉技術をベースとして、受動的安全や

ナトリウム安全に寄与する革新的技術の適用性を検証するとともに、柔軟に出力アップが可能な小型ナトリ

ウム冷却高速炉プラント概念を構築することにより、高い安全性・信頼性及び経済性の実現を目標とする。 
(木村 芳貴) 

3-3. 東芝エネルギーシステムズ株式会社の取り組み 
(1) 高温ガス炉 

優れた安全性と多目的利用に応え得る次世代炉として高温ガス炉の開発を進めている。高温ガス炉は発電

だけでなく水素製造や産業プラント熱供給などへの用途に対応可能なポテンシャルを有する。当社は日本原

子力研究開発機構の高温工学試験研究炉(HTTR)の設計、建設などにより得られた知見を基に経済合理性と安

全性を兼ね備えた商用炉の開発を進めており、同機構ならびに富士電機株式会社、原子燃料工業株式会社等

と連携し、2030 年代の上市を目標とする概念設計活動を進めている。高温ガス炉は 750℃以上の熱供給が可

能であることから、適切な蓄熱システムを組み合わせることで再生可能エネルギーの電力需給変動に対する

調整力を有したベースロード電源としての発電プラントを構成できる。国内技術として確立した高温ガス炉

と蒸気発電技術に、実現性のある蓄熱システムを組合せることで、早期実用化と社会的要請に応える 600MWt
級の高温ガス炉の開発を目指している。安全性に関しては高温ガス炉固有の安全性の最大限の活用と最新知

見に基づく安全性の向上を図り、以下の仕様により社会的受容性と経済性の両立を目指す。 
 原子炉圧力容器と蒸気発生器の接続管を圧力容器として設計するクロスベッセル構造採用：接続管破断

による減圧事故の可能性を局限 
 破断前漏えい検知概念の導入：一次バウンダリからの冷却材漏えい及び空気侵入の局限 
 自然循環による炉容器冷却設備の採用：受動的な崩壊熱除去 
 被覆燃料粒子の高い閉じ込め機能と組み合わせたコンファインメント構造：原子炉格納容器の削除 
今後は 2030 年代に実現可能と考えられる商用高温ガス炉プラント及び蓄熱システムの設計条件の検討を

通じて全体システム構成の設定を進めるとともに、高温ガス炉の特徴を踏まえた安全シナリオ構築や確率論

的リスク評価ツールの整備を通じて、規制側による安全性評価に向けた基本方針の策定を進める予定である。 
(2) 超小型炉 

イノベーションを追求した原子力プラント開発の一環として、多様なエネルギー源と共存する 10MWt 級

多目的超小型炉の概念構築を進めている。本プラントはヒートパイプ採用による原子炉冷却系の動的機器排

除および炉心の受動的除熱の実現、中性子減速には水素化カルシウムなどの固体減速材の適用により高温で

受動的炉停止が可能な固有安全性を主たる特徴としており、約 700℃の熱供給が可能な多目的かつ可搬性に

優れた原子炉である。システムイメージと主要仕様を図 3 に示す。 
課題となる経済性については、ヒートパイプの採用によるポンプレスな原子炉システムの実現とそれに伴

う原子炉システムの簡素化・小型化を図るとともに、濃縮度 5 wt%以下のウラン燃料を用いることによる燃

料コスト低減などを通じて原子炉システムの設置・運転コストの低減を目指す方針としている。今後は最新

の需要や顧客要望の調査・整理とそれに基づくシステム構成、炉心・除熱および安全システム・利用可能な

材料候補選定など原子炉システム自体の成立可能性、分散型原子炉特有の規制・核セキュリティ・保障措置

上の課題、潜在市場の調査を進める予定である。 
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図 3 分散型エネルギー源としての超小型原子炉システムイメージ図と主要仕様 

(浅野 和仁) 
4. まとめ 

 本稿では、SMR 開発における炉物理研究の役割と各プラントメーカーでの開発状況の報告がなされた。近

年原子力開発をとりまく社会情勢は大きく変化している。一つには、福島の事故以降安全性への社会からの

要求が厳しくなったことがあり、また同時に産業界には巨額の投資リスクを警戒する考えが強くなってきて

いる。さらに、世界的に脱炭素社会への移行とそれにともなう再生可能エネルギーの利用拡大が進んでいる。

また様々な分野でこれまでには考えられなかった技術革新が起こりつつある。このような状況下において、

新しい技術をうまく取り込み社会からの要求に応えられるものが提示できるかどうかが SMR 実用化の鍵と

いえる。その際、炉心設計の自由度が解析手法の制約により制限されるようなことがあっては、SMR 開発の

大きな足かせとなる。新しい技術を取り入れニーズにあった炉心設計が自由にできるようにするための解析

手法の高度化が炉物理研究に求められているといえる。 
(小原 徹) 
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炉心

熱交換器
ヒートパイプ地下設備（原子炉系）

地上設備（発電系など）

2.5m

項目 数値
炉心熱出力 10MW
炉心寿命 10年以上
冷却手法 ナトリウムヒートパイプ冷却
減速材 水素化カルシウム（CaH2）

燃料濃縮度 5 wt%未満

受動的崩壊熱除去 ヒートパイプおよび炉壁面からの
空冷自然循環

重大事故時受動的炉停止 減速材物性（水素解離）を
利用した自律停止

発電単価 再エネと競争力のある単価
可搬性 コンテナ2つ分程度，トレーラで輸送可

初期投資リスク対応 工場生産による現地工事最小化


